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《日本周辺の地震活動》

１.激甚化・頻発化する自然災害やインフラの老朽化

• 南海トラフ地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震、首都直下地震などの巨大地
震が切迫している

大規模地震による被害（推計）

東日本大震災
（2011年）

南海トラフ
地震

首都直下
地震

日本海溝･
千島海溝地震

（実被害） （推計） （推計） （推計）

人的被害
（死者） 約2.2 万人

最大
約32.3 万人

最大
約2.3 万人

最大
約19.9 万人

建物被害
（全壊） 約12.2 万棟

最大
約238.6 万棟

最大
約61 万棟

最大
約22 万棟

資産等の
被害 約16.9 兆円 約169.5 兆円 約47.4 兆円 約25.3 兆円

経済活動への影響 約44.7 兆円 約47.9 兆円 約6.0 兆円

出典：内閣府（防災）資料、消防庁「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について（第163報）」より国土交通省作成

海溝型地震 直下型地震

中部圏・近畿圏
直下地震

南海トラフで発生するＭ８から
Ｍ９クラスの地震の30年以内の
発生確率：70％～80％

南海トラフ地震

千島海溝で発生する
M8.8以上の地震の
30年以内の発生確率：
７％～40％

日本海溝・千島海溝
周辺海溝型地震

首都直下地震

南関東地域におけるM７クラスの
地震の30年以内の発生確率：70％程度

＜活発な日本周辺の地震・巨大地震の切迫＞

• 日本周辺では地震活動が活発な状況となっている

1919年1月1日～2024年2月22日09時

１０ｃｍ／年

３～５ｃｍ／年

平成23年（2011年）
東北地方太平洋沖地震
（最大震度７）

平成30年6月18日
大阪府北部の地震
（最大震度６弱）

平成30年北海道
胆振東部地震
（最大震度７）

規模
(ﾏｸﾞﾆ
ﾁｭｰﾄﾞ)

フィリピン海プレート

太平洋プレート

震源の
深さ
(km)

令和3年2月13日
福島県沖の地震
（最大震度６強）
令和4年3月16日
福島県沖の地震
（最大震度６強）

令和６年能登半島地震
（最大震度７）

令和元年6月18日
山形県沖の地震
（最大震度６強）
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約30%

約22%

約10%
約5%

約21%

約55%

約36%

約23%

約16%

約43%

約75%

約53%

約38%
約35%

約66%

2020年3月 2030年3月 2040年3月
《建設後50年以上経過する社会資本の割合》

道路橋
（橋長2m以上）
［約73万橋］

トンネル
［約1万1千本］

河川管理施設
［約4万６千施設］

下水道管渠
［約48万km］

港湾施設
（水域施設、外郭施設、係留施設、

臨港交通施設等）
［約6万1千施設］

気象変動
シナリオ

降雨量 流量
洪水

発生頻度
海面水位
の上昇

2℃上昇
相当

約1.1倍 約1.2倍 約2倍 0.39m

• 気候変動に伴う降雨量の増加、極端な降雪の増大等が予測されている

《１時間降水量50mm以上の年間発生回数》
（アメダス1,300地点あたり）

《 10年に一度の大雪（日降雪量）の将来変化》

＜激甚化・頻発化する自然災害＞

減
少

増
加

本州の山岳部や北海道の内陸部では
10年に一度の大雪のような災害を
起こしかねない極端な降雪が増大すると予測

• 建設後50年以上経過する社会資本の割合が加速度的に増加する

＜建設後50年以上経過するインフラの加速度的増加・老朽化＞

港湾施設エプロン部分の陥没トラス橋の斜材の破断

• 老朽化による損傷の例

出典：気象庁HP、文部科学省・気象庁「日本の気候変動2020」より国土交通省作成


